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１．はじめに
２．法人たる労働組合の制度設計の現状
　⑴　労働組合法上の労働組合
　⑵　国家公務員法上及び地方公務員法上の職員組合
３．現在の機関設計の問題点
　⑴　執行業務を担当する役員の権限と責任
　⑵　監査業務を担当する役員と会計監査
　⑶　組合総会と直接無記名投票
４．結語 
１．はじめに
　安倍晋三首相が、2015年に自由民主党総裁に再選された直後の記者会見
で、「ニッポン一億総活躍プラン」策定と、そのための方針としての新・三
本の矢（「希望を生み出す強い経済」、「夢をつむぐ子育て支援」及び「安心
につながる社会保障」）を発表して以後、「働き方改革」は、日本政府の主
要な政策課題となってきた１）。
　「働き方改革」を実現するための「働き方改革を推進するための関係法律
の整備に関する法律」（平成30年法律第71号、以下「働き方改革推進法」と
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 1） 安倍晋三自民党総裁記者会見の内容については、安倍（2015）参照。政府に
おける「一億総活躍」の動向については、首相官邸（2018a）、「働き方改革」の
動向については、首相官邸（2018b）及び厚生労働省（2018）参照。
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いう。）は、立案及び審議過程では、「日本再興戦略改定2014」に基づき国
会に提出され、廃案となった「労働基準法等の一部を改正する法律案」（平
成27年閣法第69号）で既に法案化されていた企画型裁量労働制の対象業務
拡大（働き方改革推進法案提出時に削除）や、いわゆる「高度プロフェッ
ショナル制度」の導入が大きな議論となったものの、2018年６月に国会で
可決、７月に公布され、順次施行されることとなっている。
　しかし、今次の「働き方」改革に関する議論においては、個別的労働関
係法を通じた働き方の改善に重点が置かれ、手続的に労働者を関与させる
ことによる労働者の権利保護についても、従前からの労働基準法上の過半
数代表との労使協定や意見聴取及び労使委員会、労働時間等の設定の改善
に関する特別措置法（平成４年法律第90号、通称「労働時間等設定改善法」）
に規定する労働時間等設定改善企業委員会などの仕組みの活用にとどまり、
団体的労使関係法制、すなわち、労働組合との団体交渉その他の協議を通
じた労働者の権利保護はほとんど視野に入っていない2）。
　働き方改革推進法の衆議院における修正においては、附則第12条（検討）
第３項の修正において、「労働者と使用者の協議の促進等を通じて、仕事と
生活の調和、労働条件の改善、雇用形態又は就業形態の異なる労働者の間
の均衡のとれた待遇の確保その他の労働者の職業生活の充実を図る観点か
ら」政府の施行後５年後目途の検討を行うこととされている。しかし、こ
の労働者と使用者の協議の促進がどのような場で行われるかについては、
明らかではない。
　菅野和夫は、「団体的労使関係」に関する法規整（法による統制）を「労
働市場」及び「個別的労働関係」に関する法規整と並ぶ労働法の主要分野
として挙げている（菅野、2017：１）。そして、その基本目標は「労使対等
の理念に基づき、労働組合の自治及び労働組合と使用者間の自治（労使自
治）の健全な発展を促進すること」としている（同：767）。個別的労働関
係法が、国家による規制とその執行を前提としていることと異なり、団体
的労使関係法は、必要最小限の国家権力への依存の中で、自立した労働組
合と使用者が、自律的に労働者の権利保護を図っていこうとするものであ
 2） 現行法制上の労使関係の各種の仕組みや外国の状況については、労働政策研
究・研修機構（2013）参照。
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り、現代人権思想の手続的具体化の１つの理想形であるともいえよう。
　労働組合の組織率が長期にわたり低下していることは、よく知られてい
る（図１）。企業規模別の推定組織率をみると、1,000人以上の大企業が
44.3％と高いのに対して、労働条件の水準が相対的に低く、かつ、使用者
の恣意が働きやすい100人未満の小企業では、0.9％と極めて低い（表１）。
労働組合の規模別労働組合数をみると、組合員数500人未満の労働組合で８
割超、100人未満で約６割を占める（図２）。一方、労働組合の規模別労働
組合員数をみると、組合員数500人未満の労働組合２割、100人未満では５％
強しかいない（図３）。多数の小規模労働組合が、労働組合によって組織さ
れた労働者全体の中では少数であっても、その分脆弱な立場の労働者を保
護しているといえよう3）。
資料：厚生労働省政策統括官付雇用・賃金福祉統計室「労働組合基礎調査」、総務省統計
局「労働力調査」
（注）1．雇用者数は、労働力調査の各年６月分の原数値である。
2．「推定組織率」は、労働組合員数を雇用者数で除して得られた数値である。
3．昭和27年までは単位労働組合の労働組合員数、昭和28年以降は単一労働組合の
労働組合員数であり、「推定組織率」の計算においても同様である。なお、「雇
用者数」を調査している「労働力調査」（総務省統計局）は、昭和28年及び昭和
42年に調査方法を改訂したが、昭和42年の変更による雇用者数のギャップは昭
和28年までさかのぼって修正してある。
4．平成23年の雇用者数及び推定組織率は、平成24年４月に総務省統計局から公表
された「労働力調査における東日本大震災に伴う補完推計」の平成23年６月分
の推計値及びその数値を用いて計算した値である。時系列比較の際は注意を要
する。
出典：厚生労働省（2017a：146）、詳細データ①「労働組合の現勢」
図１　雇用者数、組合員数及び推定組織率の推移（昭和22～平成28年）
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（https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/ﬁle-download?statInfId=
000031675508&ﬁleKind=0、2018年
９月30日閲覧）から筆者作成
図２　労働組合の規模別労働組合数及び総数に占める割合
表１　企業規模別（民営企業）労働組合員数及び推定組織率（単位労働組合）
企　業　規　模
労　働　組　合　員　数
雇用者数1） 推定組織率
対前年差 対前年増減率 構成比
千人 千人 ％ ％ 万人 ％
 計2） 8,549 58 0.7 100.0 5,354 16.0
1,000人  以上 5,549 32 0.6 64.9 1,252 44.3
300 ～ 999人 1,150 －10 －0.9 13.4
1,493 11.8
100 ～ 299人 606 －4 －0.7 7.1
 30 ～  99人 191 －5 －2.6 2.2
2,534  0.9
29人　以下 27 －1 －3.0 0.3
その他3） 1,027 46 4.7 12.0 … …
注：1）「雇用者数」は、労働力調査（総務省統計局）の民営企業の数値である。
　　2）「計」は、企業規模不明を含む。
　　3） 「その他」は、複数企業の労働者で組織されている単位労働組合及び企業規模不
明の単位労働組合の労働組合員数を含む。
出典：厚生労働省（2017b：6）、第４表
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　筆者は、2016年以後２年余、小規模労働組合の執行委員を務めている。
この経験の中で、労働組合法を中心とする団体的労使関係法が、現在の形
となった1940年代の第２次世界大戦終戦後の時代から構造的な修正が行わ
れていないために、21世紀の労使関係の実情とは適合しない部分が出てき
ているように感じている。特に、労働組合が、自立して、継続的に活動し
ていくためには、その組織体制が安定し、かつ構成員たる組合員の利益を
最大化するようなものであることが重要である。しかし、法人たる労働組
合の組織法制については、2000年以後、会社法（平成17年法律第86号）、一
般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成18年法律第48号）などの
図３　労働組合の規模別労働組合員数及び総数に占める割合
 3） 平成８年の労働組合基礎調査（労働省）の結果によれば、法人登記をしてい
る労働組合の比率は12.4％（組合員数で28.2％）に過ぎない。労働組合基礎調査
では、昭和62年、平成２年、５年及び８年は、労働組合の法人登記の有無につ
いて調査を行っていたが、その後は調査を行っていない。法人登記をしている
組合の組合員数比率が、組合数の比率に比して高いことは、大規模労働組合の
方が法人登記をしている割合が高いことを示すものと考えられる。労働大臣官
房政策調査部編（1997及び1998）、西谷（2012: 127）注２参照。
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制定により、各種社団法人法制の整備が進む中で、社団法人たる労働組合
の法人法制の不備が目立ってきている。特に、団体的労使関係法により労
働者の権利保護を図るべき中小規模の労働組合（すなわち、中小企業の企
業別労働組合）にとってやさしくない、使いにくい制度となっている。
　本稿では、法人運営の中心となる機関に関する法規定と、これに密接に
関連する、会計の適正性を確保する仕組みについて考察する。
２．法人たる労働組合の制度設計の現状
⑴　労働組合法上の労働組合
　労働組合法（昭和24年法律第174号）上は、第２条の定義（労働者が主体
となって自主的に労働条件の維持改善その他の経済的地位の向上を図るこ
とを主たる目的として組織する団体又はその連合団体）に該当し、同条但
書各号の除外要件（監督的地位にある労働者その他使用者の利益を代表す
る者の参加を許すもの、団体の運営のための経費の支出につき使用者の経
理上の援助を受けるもの、共済事業その他福利事業のみを目的とするもの、
及び主として政治運動又は社会運動を目的とするもの）に該当しなければ、
労働組合となる。その上で、第５条第２項の、規約の必要的記載事項の規
定に適合すれば、労働組合法に規定する手続に参与し、救済を受けること
ができる（菅野は、これを「法適合組合」と呼んでいる）。また、第２条及
び第５条２項に適合することについて、労働委員会の資格審査を受け、適
合することの決定がなされれば、法人登記を行うことができる（第11条）（菅
野、2017: 779-781, 793-794）。
　労働組合法第５条第２項に規定する、規約の必要的記載事項は次のとお
りである。
労働組合法第５条
２　労働組合の規約には、左の各号に掲げる規定を含まなければならない。
一　名称
二　主たる事務所の所在地
三　連合団体である労働組合以外の労働組合（以下「単位労働組合」と
いう。）の組合員は、その労働組合のすべての問題に参与する権利及び
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均等の取扱を受ける権利を有すること。
四　何人も、いかなる場合においても、人種、宗教、性別、門地又は身
分によつて組合員たる資格を奪われないこと。
五　単位労働組合にあつては、その役員は、組合員の直接無記名投票に
より選挙されること、及び連合団体である労働組合又は全国的規模を
もつ労働組合にあつては、その役員は、単位労働組合の組合員又はそ
の組合員の直接無記名投票により選挙された代議員の直接無記名投票
により選挙されること。
六　総会は、少くとも毎年一回開催すること。
七　すべての財源及び使途、主要な寄附者の氏名並びに現在の経理状況
を示す会計報告は、組合員によつて委嘱された職業的に資格がある会
計監査人による正確であることの証明書とともに、少くとも毎年一回
組合員に公表されること。
八　同盟罷業は、組合員又は組合員の直接無記名投票により選挙された
代議員の直接無記名投票の過半数による決定を経なければ開始しない
こと。
九　単位労働組合にあつては、その規約は、組合員の直接無記名投票に
よる過半数の支持を得なければ改正しないこと、及び連合団体である
労働組合又は全国的規模をもつ労働組合にあつては、その規約は、単
位労働組合の組合員又はその組合員の直接無記名投票により選挙され
た代議員の直接無記名投票による過半数の支持を得なければ改正しな
いこと。
　第５号で、法適合組合には、機関として「役員」が存在することが前提
とされているが、いかなる「役員」を置かなければならないか、又は任意
に置くことができるかについては規定がない4）。また、第７号で、監事（監
査役）に相当する役員が置かれるか否かにかかわらず（それについての規
 4） 行政通達では、「役員」とは、労働組合の執行機関又は監査機関の構成員をい
うとされており（昭和24年８月８日　労発第317号）、執行又は監査の権限を有
しない意思決定機関の構成員は含まれないとされる（厚生労働省労政担当参事
官室編、2015: 359）。
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定を置かず）、会計報告が「組合員によつて委嘱された職業的に資格がある
会計監査人による正確であることの証明書」、すなわち、公認会計士又は監
査法人による外部監査の義務付けが規約上なされていなければならない5）。
　法人たる労働組合については、第12条において、１人又は数人の代表者
を置かなければならないこととされ、代表者が数人ある場合において、規
約に別段の定めがないときは、法人である労働組合の事務は、代表者の過
半数で決することとされている。また、第12条の２において、代表者は、
法人である労働組合のすべての事務について、法人である労働組合を代表
することとされている。したがって、代表者は、対外的法人事務執行権た
る代表権と、対内的法人事務執行権たる業務執行権の区別なく、すべての
事務の執行権限を有する。代表者については、第12条の３から第13条の２
までにおいて、代表権とその制限、代理行為の委任、利益相反行為の規制、
代表者がその職務を行うについて第三者に加えた損害についての労働組合
の賠償責任（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第78条の準用）、
及び解散時の清算人への就任についての規定が置かれている6）。これらの規
定は、労働組合の第三者への損害賠償責任を除き、一般社団法人及び一般
 5） 行政通達「職業的に資格がある会計監査人による会計証明」（昭和25年３月13
日労収第516号）、「第五条第二項第七号の趣旨」（昭和35年11月９日北海道労働
部長あて労働省労政局労働法規課長通知）及び「職業的に資格がある会計監査
人に該当する者の範囲」（昭和42年８月18日各都道府県労働主管部長あて労働省
労政局労働法規課長通知）による。なお、昭和42年通達及びそれに先立つ「信
託会社」（昭和24年11月５日労収第9165号）においては、旧信託業法（大正11年
法律第65号）に基づいて設立された信託会社も「会計ノ検査」を兼営できるこ
ととされていた（第５条第６号）ことから、職業的に資格がある会計監査人に
含めていたが、戦後、旧信託業法に基づいた信託会社は設立されず、2004年に
全部改正された信託業法（平成16年法律第154号）では、兼営業務の列挙はなく
なり、さらに、信託業務以外の業務は、内閣総理大臣による信託業免許の申請
事項となり、事実上新設される見込みはない。信託銀行等が信託業務を行う根
拠法である金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（昭和18年法律第43号）
においては、なお、第１条第５号に併営業務として「会計の検査」が列挙され
ているが、事実上実施されていない模様である。
 6） 法人たる労働組合の機関に関する登記事項は、代表者の氏名と住所のみであ
る（労働組合法組織令第３条第４号）。
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財団法人に関する法律制定前は、一般社団法人及び一般財団法人に関する
法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴
う関係法律の整備等に関する法律（平成18年法律第50号）による改正前の
民法の公益法人に関係する規定を準用していたものを、同法制定の際に、
法人たる労働組合に適合するように一部の文言を改めつつ、同旨の規定を
設けたものである7）。
　なお、第６条（交渉権限）には「労働組合の代表者」、第７条（不当労働
行為）第２号（誠実交渉義務）には「使用者が雇用する代表者」という用
語が出てくる。前者は、法人格を有するか否かにかかわらず、法適合組合
に適用される条文であり、行政解釈上は、法人たる労働組合の場合には、
第12条に規定する代表者と同一であるとされる（厚生労働省労政担当参事
官室編、2015: 373）。後者は、行政解釈上は、労働者の統一的意思を代表し
て使用者と交渉する権限を有する者で、労働組合を結成している場合には、
第６条に規定する「労働組合の代表者又はその委任を受けた者」となり、
第12条の代表者より広い（厚生労働省労政担当参事官室編、2015: 440）8）。
⑵　国家公務員法上及び地方公務員法上の職員組合
　国家公務員及び地方公務員は、労働基本権制約のため、それぞれ、国家
公務員法（昭和22年法律第120号）附則第16条及び地方公務員法（昭和25年
法律第261号）第58条第１項により、労働組合法の適用が除外され、労働組
合を結成することができない9）。これに対し、憲法第28条に規定する団結権
 7） 平成18年法律第50号による改正前の民法の社団法人（以下、この注において
「旧社団法人」という）に関する規定の準用を前提とした、労働組合に対する法
人格付与の性質については、労働組合という団体の本質的な要請ではなく、主
として財産取引行為上の便宜のため限定的に認められるとする説（吾妻編、
1964: 271-308、三宅、1963: 20、野沢、1979: 52-54 など）と、「本質的」要請と
までは言えなくとも「原則的」「理論的」「実際的」必要性はあるとする説（棚田、
1980: 6-11）が存在した。両説は、①労働組合本来の活動への一般的な法人法理
の適用の有無、及び②法人格を有さない法適格組合に対する法人法理の適用の
程度について、前者は消極、後者は積極の立場をとるという違いがある。
 8） 西谷敏は、労働組合の財産上の取引関係以外の関係については、執行委員長
が労働組合を代表するとする（2012: 110）。
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及び団体交渉権（労働協約締結権を除く）を一般職の職員に保障するため、
国家公務員法で職員団体制度を設けている。
　職員団体とは、「その勤務条件の維持改善を図ることを目的として組織す
る団体又はその連合体」である（国家公務員法第108条の２第１項、地方公
務員法第52条第１項）。国家公務員の場合、職員団体は、人事院規則で定め
るところにより、理事その他の役員の氏名及び人事院規則で定める事項を
記載した申請書に規約を添えて人事院に登録を申請することができる（国
家公務員法108条の３第１項）。また、規約には、「理事その他の役員に関す
る規定」及び「経費及び会計に関する規定」を記載することが義務付けら
れている（同条第２項第５号及び第７号）。しかし、公認会計士又は監査法
人による外部監査を義務付けるような規定はない。人事院規則17-１（職員
団体の登録）においても、組織に関し、国家公務員法の規定以上の義務付
けはない。地方公務員についても、地方公務員法第53条において、人事院
規則を条例に、人事院を人事委員会又は公平委員会に置き換えて、同一の
規定がなされている10）。
　職員団体への法人格の付与については、職員団体等に対する法人格の付
与に関する法律（昭和53年法律第80号）において規定されている。登録職
 9） 国家公務員の一般職の職員のうち、行政執行法人職員については、行政執行
法人の労働関係に関する法（昭和23年法律第257号）により、労働組合の結成が
認められている。地方公務員の一般職の職員のうち、地方公営企業職員及び特
定地方独立行政法人職員については、地方公営企業等の労働関係に関する法律
（昭和27年法律第289号、以下この脚注において「地公労法」という。）により、
同じく労働組合の結成が認められている。地方公務員の一般職のうち、地方公
務員法第57条に規定する、いわゆる単純労務職員については、地公労法附則第
５項の規定により、その労働関係その他身分取扱いに関し特別の法律が制定さ
れるまでの間は、第17条を除く地公労法の規定及び地方公営企業法（昭和27年
法律第292号、以下この脚注において「地公企法」という。）第38条及び39条ま
での規定が準用されることから、労働組合を組織することができる。また、同
時に、地公労法附則第５項の規定により、地公企法第９条第１項において地方
公営企業等職員に地方公務員法第52条から第56条まで（職員団体）の規定の適
用が除外される旨を規定した部分が準用されないことから、これらの条の規定
が適用されることとなり、職員団体を組織することもできる（岩手県人事委員
会、発行年不明）。
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員団体は、登録機関（人事院、人事委員会又は公平委員会）に申し出るこ
とにより法人格を取得することができる。登録職員団体となっていなくと
も、認証機関（同じく人事院、人事委員会又は公平委員会）により規約の
認証を受け、設立の登記をすることによって法人となることができる（第
３条）。認証申請にかかる規約の義務的記載事項は、登録を受ける際の規約
の義務的記載事項とほぼ同一であるが、「会計報告は、構成員によつて委嘱
された公認会計士（外国公認会計士を含む。）又は監査法人の監査証明とと
もに少なくとも毎年一回構成員に公表されることとされていること」が義
務付けられていることが異なる（第５条）11）。法人である職員団体について
は、労働組合法における代表者を「理事」として同様の規定を置くほか、
監事を任意設置の職として、その職務とともに規定している（第13条から
第18条まで）。
３．現在の機関設計の問題点
⑴　執行業務を担当する役員の権限と責任
　２．で述べたことから、法人たる労働組合の執行機関たる役員は１人又
は数人の「代表者」であり、この代表者が、対外的法人事務執行権たる代
表権と、対内的法人事務執行権たる業務執行権の区別なく、すべての事務
の執行権限を有する。
　しかし、この制度設計は、現実の労働組合における運用と一致していな
い。多くの労働組合規約と一致すると考えられる例として、東京都労働相
談情報センターが作成している『組合づくりのハンドブック』のモデル規
約例と比較する12）。このモデル規約においては、執行機関としては執行委
10） 国家公務員一般職職員のうち警察職員及び海上保安庁又は刑事施設において
勤務する職員、並びに地方公務員一般職職員のうち警察職員及び消防職員は、
それぞれ国家公務員法108条の２第５項及び地方公務員第52条第５項により、団
結権が制約され、職員団体への加入が禁止されている。
11） 日本公認会計士協会は、『労働組合監査における監査上の取扱い』において、
同条によりすべての法人格を有する職員団体に外部監査義務があるかのように
記載しているが、法令上は、人事院等に登録した上で法人格を得た職員団体に
は外部監査義務はかからない（日本公認会計士協会、2016: １）。
　（　　）　53巻２号　（2019. １）211
（　　）12 法人たる労働組合の機関設計について
員会が置かれるとともに、執行委員長のみが労働組合の代表と業務の統括
を所掌し、他の執行委員は業務執行を統括している。このハンドブックに
は記載がないが、氏名と住所を登記する代表者も、執行委員長のみであろ
う13）。
　このような制度設計に適合するのは、一般社団法人及び一般財団法人に
関する法律第76条及び第77条の規定に基づく、能見善久の言うところの「理
事会非設置一般社団法人」と同様の取扱い（現行の労働組合法の制度設計
と同じ）とした上で、代表理事の選任を行うのと同様の制度を設けること
である。そうすれば、執行委員長のみが代表権を有するとともに、他の執
行委員は業務執行権限のみを有することとなる（四宮他、2018: 122-124, 
127-153）14）。
　役員の義務については、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の
場合には、一般社団法人と役員の関係を委任と規定し（第64条）、ゆえに委
任契約における受任者の善良な管理者としての注意義務（善管注意義務。
12） 東京都労働相談情報センター（2015: 62-70）「○○労働組合（○○ユニオン）
規約（例）」参照。
13） 筆者が執行委員の任にある労働組合でも、執行委員長のみを代表者として登
記している。原愼一は、平成18年改正前の労働組合法及び民法の規定に関し、
執行委員を法人の理事とみなし、通常は規約で代表権を執行委員長のみに制限
するも、改正前の民法第54条により善意の第三者に対抗できないとする（1982: 
77）。西谷敏は、（財産関係に限定するが）執行委員会を代表者全員と等しいも
のとして労働組合法第12条２項の議決規定を適用するとする（2012: 110）。
14） 労働組合の規模によっては、大規模労働組合の場合には執行委員長等にのみ
代表権を与え、中央委員などが業務執行権限を持たずに、業務執行についての
意思決定と代表者、業務担当役員（書記長など）を監督する中央委員会を設置
するという理事会設置一般社団法人類似の機関設置が適切である場合もあると
考えられる（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第90条第１号及び第
２号。四宮他、2018: 153）。一方、小規模労働組合の場合は、現行の労働組合法
の方式を選考する場合もあるであろう。したがって、機関設置の選択肢は、一
般社団法人と同程度に拡大するのが適切であろう。ただ、筆者の経験からは、
代表権の濫用を防止しつつ、多くの場合、執行委員が労働者であって専従役職
員がいない中小規模労働組合においては、代表権は執行委員長などに集中させ
つつ、業務執行は執行委員全員で行うという体制が現実的であろうと思われる。
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民法第644条）を負う。また、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律
が、もっぱら本人（法人）の利益のために行動すべき義務を負い、自己や
第三者の利益を図ってはならないとする忠実義務に関する規定を新たに置
いている（第83条）。
　労働組合法においては、これらの義務についての明文の規定がない15）。
法人たる労働組合役員の法的責任を明確化するためには、その前提となる
義務を労働組合法に規定すべきであろう16）。
　なお、忠実義務の具体化である利益相反取引の禁止について、一般社団
法人では社員総会又は理事会の承認で解除される（一般社団法人及び一般
財団法人に関する法律第84条）のに対し、労働組合は、裁判所による特別
代理人の選任を必要としている（労働組合法第12条）。本規定は、改正前の
民法第57条から、請求権者から検察官を外し、利害関係者のみとしたもの
である。しかし、労働組合法全体が労働組合自治に基づく組合員の民主的
15） 第６条の交渉権限について、労働組合の代表者又は労働組合の委任を受けた
者が「労働組合又は組合員のために」交渉権限を有すると規定していることが、
限定的な忠実義務規定と解すことも不可能ではないであろう。しかし、これは
法人格の有無にかかわらない労働組合の代表者等の義務である。
16） 筆者の経験した事例では、使用者側の学校法人の団体交渉出席者が、長期に
わたり、寄付行為上業務執行権限を有する常勤の専務理事であったというこれ
までの経緯にもかかわらず、理由なく出席を拒否することが繰り返された。労
働組合側は、本人が出席できなければ、他の出席者に交渉権限を委任した書面
を示すように求めたが、使用者側の下位の出席者（業務執行権限を有しない使
用人兼理事や使用人）は、口頭で委任を受けていると主張し、書面の提示を拒
んだ。労働組合の役員の善管注意義務からすれば、団体交渉に入る前に使用者
側交渉担当者が交渉権限を有しているかを確認しなければ義務違反になるし、
そのような状態で団体交渉に入れば忠実義務違反にもなってしまう。このよう
な事例からも、労働組合役員の善管注意義務と忠実義務は、一般的な法人法理
の類推ではなく、労働組合法に明文で規定する必要がある。なお、善管注意義
務と忠実義務の関係については、熊谷（2016: 202）は、旧商法254条の２（会社
法355条）に関する最判昭和45年６月24日を引いて、同質説を採っている。これ
に対し、四宮他（2018: 144-147）は、善管注意義務と忠実義務の取り扱う側面
が異なること、忠実義務違反は損害賠償義務のみならず、行為の効力否定に至
り得ることから、異なるものとして扱うべきとしている。
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な意思決定を強調し（第５条第２項３号以下参照）、一般社団法人及び一般
財団法人に関する法律第６章のような社員等による司法手続による責任追
及手続を設けていないことと均衡を失しており、組合総会決議で十分では
ないかと考えられる。
　労働組合役員のうち、代表者がその職務を行うについて第三者に加えた
損害を賠償する責任を労働組合が負うことは法定されている（労働組合法
第12条の６により準用される一般社団法人及び一般財団法人に関する法律
第78条）17）。これ以外には、労働組合役員の労働組合又は第三者に対する責
任に関する労働組合法上の規定はない18）。この点については、一般社団法
人及び一般財団法人に関する法律第111条（役員等の一般社団法人に対する
損害賠償責任）、第117条（役員等の第三者に対する損害賠償責任）、第118
条（役員等の連帯責任）などの規定整備は必要であろう。ただし、その前
提として、これらの規定の対象となる機関とその権限を明確に法定する必
要がある19）。
　労働組合役員の労働組合に対する損害賠償責任の免除については、中小
17） この責任は不法行為と解される（四宮他、2018: 157）。この規定に基づいて、
労働組合が責任を負うと同時に、代表者本人も民法709条に基づく不法行為責任
を負う（熊谷、2016: 192）。
18） 改正前の民法第44条２項「法人の目的の範囲を超える行為によって他人に損
害を加えたときは、その行為に係る事項の決議に賛成した社員及び理事並びに
その決議を履行した理事その他の代理人は、連帯してその損害を賠償する責任
を負う。」が、改正前の労働組合法第12条において準用されていたことからみて
も、後退している。
19） 一般社団法人における、いわゆる社員代表訴訟（一般社団法人及び一般財団
法人に関する法律第278条以下）、株式会社における、いわゆる株主代表訴訟（会
社法847条以下）のように、組合員個人が労働組合を代表して役員等の責任を訴
訟を通じて追及する仕組みについては、①労働組合法全体が労働組合自治に基
づく組合員の民主的な意思決定を強調していることと、②多数派による専制か
ら個人や少数派を守るためには、民主的手続よりも、法と正義に基づく司法的
手続の法が適していることとのバランスから、慎重な検討が必要と思われる。
特に、本稿の対象としている中小規模の労働組合においては、執行委員と組合
員の人間関係が近いことから、訴訟に至るような状況では、そもそも労働組合
の存続自体が難しい状況となっている可能性が高い。
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規模労働組合の多くにおいて、役員が使用者側の法人又は個人に雇用され
るサラリーマンに過ぎず、労働組合の役員としての業務執行を無報酬か低
報酬で行っていると考えられることから、一般社団法人及び一般財団法人
に関する法律第２章第３節第８款（役員等の損害賠償責任）に規定される
ような、損害賠償責任の一部又は全部の免除のための手続の整備が必要で
あろう（熊谷、2016: 327-366及び公益法人協会相談室、2017: 401-408）。
⑵　監査業務を担当する役員と会計監査
　労働組合法では、第５条第２項第５号に規定する「役員」に何が含まれ
るかについては、法令上が具体的な規定がなく、注３に記したように、行
政解釈上、執行機関と監査機関が含まれるとされている。そして、執行機
関については、第12条において、対外的法人事務執行権たる代表権と、対
内的法人事務執行権たる業務執行権の区別なく、すべての事務の執行権限
を有する「代表者」を１人又は数人置くことが義務となっている。したがっ
て、監査機関（監事又は監査役に相当する職）は任意設置である。
　一方、会計報告が「組合員によつて委嘱された職業的に資格がある会計
監査人による正確であることの証明書」、すなわち、公認会計士又は監査法
人による外部監査の義務付けが規約上なされていなければならない。
　社団法人や株式会社では、役員ではない機関として、会計監査人を置く
ことができるが、設置を義務付けられるのは、一般社団法人であれば大規
模社団法人（最終事業年度の貸借対照表上の負債の合計額が200億円以上）、
株式会社であれば大会社（最終事業年度の貸借対照表上の資本金の額が
５億円以上又は負債の合計額が200億円以上）のみである（一般社団法人に
ついて、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第２条第２号第62条、
株式会社について、会社法第２条第６号及び第328条）20）。
　これに対して、労働組合についてのみ、小規模労働組合まで（更に言えば、
法人格を有しない労働組合にまで）公認会計士又は監査法人による外部監
査を義務付けるのは過重負担である21）。また、労働組合法第５条第２項は、
20） 四宮他（2018: 154-156）、神田（2018: 30-31, 182-186, 248-249）参照。なお、会
社法第327条第５項により、非大会社であっても監査等委員会設置会社及び指名
委員会等設置会社には会計監査人の設置が義務付けられる。
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規約に記載されていることのみを義務付け、それを労働委員会の資格審査
で担保することしかしていない。したがって、実際に規約通り運用されて
いるかどうかは、各労働組合の機関による監督（最終的には組合総会の監
督）に依存する。現実的には、空文化している労働組合が多いのではない
だろうか22）。したがって、外部監査の義務付けについては、一般社団法人
と同じく負債の合計額200億円というような大規模労働組合に限定すべきで
あろう。
　現行制度上、仮に労働組合法第５条第２項第５号の義務付けがないとし
た場合に、現行法上で撮り得る対応は、会計監査に職務を限定した監事を
役員として置き、公認会計士又は監査法人に限らず、会計事務に精通した
者（税理士など）に就任を依頼することが考えられる23）。
　ただ、現実の労働組合運営において、特に、中小規模の労働組合の場合、
労働組合員の中から選出された執行委員が労働組合会計を担当する場合、
会計処理能力が担保されている訳ではないので、会計処理事務自体は
ウィークポイントになりやすい。この場合、参考になりうる制度として、
会社法において新設された会計参与の仕組みが挙げられる。会社法上の会
計参与は、任意設置の役員（したがって総会決議で選任される）で、取締
役（指名委員会等設置会社では執行役）と共同して、計算書類等を作成す
る者である。就任資格は、公認会計士又は監査法人の他、税理士又は税理
21） 筆者の所属する労働組合（年度収支約150万円（年間支出約90万円）、資産規
模約3,500万円、負債なし）の監査費用の見積りを複数の公認会計士事務所に依
頼したところ、法律に基づく法定監査として、年額40万円前後の提示を受けた。
これでは、労働組合財務が成り立たない。
22） 本規定が現実には機能をしていないことを示すブログの記載例として、著者
匿名（2010）及び著者匿名（2018）参照。
23） 労働組合の役員のうち、執行機関の職については、労働組合という組織の性
格、特に労働組合自治の観点から、組合規約において、就任資格を組合員に限
定又は組合員を多数とすることが適当と考えられるが、監査機関については、
外部性・中立性を担保するという趣旨を重視すれば、組合外からの就任を可能
にする（むしろ義務付ける）ことが望ましいと考えられる（ただし、労働組合
法第２条但書第１号の「監督的地位にある労働者その他使用者の利益を代表す
る者」は当然除外すべきである）。
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士法人である（会社法第329条、第332条、第333条及び第374条から第380条
まで）（神田、2018: 205, 239-242）24）。税理士の指導の下で作成された計算書
類等があれば、執行機関の会計事務の監督を公認会計士等ではない監事又
は組合総会において行うことも容易であろう（これは、会計参与制度が導
入されていない他の法人形態にも当てはまる）。この点については、立法的
解決が望まれる。
⑶　組合総会と直接無記名投票
　役員選挙、同盟罷業の開始及び規約の改正については、組合員又はその
組合員の直接無記名投票により選挙された代議員の直接無記名投票を義務
付けている（さらに、規約の改正については、投票の過半数ではなく、組
合員又は代議員の過半数の支持を義務付けている）。その趣旨は、逐条解説
によれば「労働組合の民主性確保」（役員選挙）、「特に慎重な手続」（規約
の改正）などと解説されている（厚生労働省労政担当参事官室、2015: 359, 
368）。しかし、少なくとも、役員選挙（役員の選任）と規約の改正につい
ては、他の社団形態の法人制度との均衡から考えても、組合総会の決議に
よることを最低条件としてよいのではないだろうか。ただ、労働組合の場
合、交代制勤務のように、勤務形態によっては同一の時間に同一の場所に
集合して会議を開催することが困難な場合もある。これについては、選択
肢として、組合総会とは別の選挙によることもできることとすること、単
位制組合であって、全国的規模を有しない労働組合にも代議員制の活用を
認めること、既に現実には行われている議決権の代理行使や書面による議
決権行使に加え、電磁的方法による議決権の行使を積極的に推進すること
などで対応可能なのではないか。
　同盟罷業については、行政通達で述べられている「同盟罷業は、労働者
がその要求を貫徹するために集団的に労務提供義務の履行を拒否すること
24） 会計参与制度は、1960年代に始まる税理士と公認会計士の業際問題の決着点
として制度化されたものであるが、報酬がリーズナブルなものであれば、会社
のみならず、各種の中小規模の法人の会計事務の改善、透明化及び説明責任の
向上に資するものと考えられ、立法的に拡大を図るべきものであろう。会計参
与制度の成立の背景、権限、責任等については、齋藤（2013）参照。
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により使用者に対して経済的圧力をかけるものである。しかし、それは同
時に労働者に対しても賃金を失うなどの損害を生ぜしめるものであり、し
かも同盟罷業を行ったからといって要求が常に貫徹されるものとは限らず、
また場合によっては賃金を失うばかりか、いたずらに企業の不振を招いて
使用者及び労働者自身にも重大な損失を招く結果に終わる危険性をも有す
るものである。したがって、その性格上内部における民主制を尊重すべき
労働組合においては、このような重大な危険を組合員に負担せしめるおそ
れのある同盟罷業を行うかどうかは、組合幹部や一部の少数者の独断に
よって決すべきものではなく、組合員の自由に表明された多数意思によっ
て決すべきものである（昭和38年12月20日労働法規課長内翰）」（厚生労働
省労政担当参事官室、2015: 366）は、現代においても妥当するものであり、
同盟罷業の決定については、直接無記名投票要件を外すことには慎重であ
るべきであろう。
４．結語
　法人としての労働組合に関する法制が時代に不適合になっているのは、
連合国軍の占領終了以後、労働組合法の当該部分の改正が行われて来な
かったからである。これは、冷戦下、左右対立の政治政治状況下においては、
労働組合の在り方自体に手を付けることは、少なくとも与党にとって、政
治的コスト・リスクの割に政治的ベネフィットが少なかったからかもしれ
ない。他方、野党（特に日本社会党及び日本共産党）にとっては、強力な
官公庁労働組合の存在を背景として、公務労働の労働基本権回復の方が優
先課題であり（この状況は、冷戦終了後も、21世紀の民主党政権まで続い
た）、優先度が高くなかったのかもしれない。また、21世紀に入るまでは、
旧民法法人（公益法人）制度も商法の会社規定も抜本的な改正は行われず、
新しい課題に対してはパッチワーク的に対処するのみであった。
　しかし、21世紀になり、一般社団法人、会社などの法人法制の整備が進
む中で、労働組合のみが旧態依然としたガバナンス枠組みであったり、死
文化どころか規定違反を強いられるような条文が残っていたりする状況は
問題であろう。特に、労働組合法は、労働組合という社団・法人の準拠法
という性格と、労働組合の結成や団体交渉を保護するための制度の規定が
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同一の法律上に置かれているため、労働組合側が規定違反を強いられてい
ると、使用者側まで、自らの義務、特に、労働組合保護の根幹である第７
条の不当労働行為に関する規定を軽視しかねなくなるおそれがあることで
ある。法制度は、遵守の確保が伴わなければ、むしろ法制度自体への不信・
軽視を生み、社会を堕落させることとなる。個別的労働関係法制に関する
「働き方改革」第１弾に続き、その果実を労働組合自治と労使自治によって、
国民自らが維持・強化していく団体的労使関係法制に関する「働き方改革」
第２弾が行われることを強く希望する。
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